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■インドでは EV二輪の導入が先行 

インドにおける EV 導入は、これまで二輪車、三輪車を中心に進んできたが、中でも EV 二輪の

割合が高い。インド中央政府1 の統計によると、2025 年度の EV 登録台数とその割合は、二輪

約 140万台(57%)、三輪約 83万台(34%)、四輪約 22万台(9%)となっており、二輪車では EVが半

分以上を占める。 

EV二輪の導入が促進されてきた理由としては、主に「価格」と「充電設備」という 2点が挙げられ

る。EV 二輪が本格的に普及しはじめたのは、まだコロナ禍が完全には収束していない 2020 年

ごろであったが、この時期、南インドのホスール地域で EV 二輪生産工場が相次いで建設され

た。インド国内で生産されることにより価格が下がり、10 万ルピー（約 17.1 万円）2以下の低価格

モデルも発表された。加えて、EV 普及を図るインド中央政府より、購入のための補助金が設定

されたことも、EV 二輪の購入を後押しした。結果、個人向けに加え、大手 EC 事業者や外食業

者も、配送用として EV二輪を大量に導入し、その販売数押し上げに貢献した。 

また、EV二輪は通勤や商業ユースなど、特定都市内での利用、つまり遠出をしないケースで使

用されていることが多かった。この場合、充電は都市内における特定の場所（自宅、職場、商業

施設など）で行うため、充電設備が普及していないことが購入のハードルになることはそこまで

多くはなかったと考えられる。それに対し、EV 四輪の場合はどうしても遠出が想定されるため、

主要幹線道路にバッテリーチャージングステーションの設置が進まない中、一般家庭では購入

を決断するのが難しかったと考えられる。この構図は、今でも大きくは変わっていないように見え

る。 

 

1 道路交通・高速道路省の統計ウェブサイト（VAHAN） 
2 1ルピー=1.71円（2026年 6月 28日のレート）で換算 

インドではコロナ禍中に EVの生産体制整備、普及が進んだが、その内訳に目を向けると、二輪車が圧倒的に多い。ま

た、EV二輪生産開始時は、二輪自体を生産したことがない新規参入企業が主要な生産者であり、低価格モデルを中心

にその普及が進んだが、2025年にはその構図が変化。二輪専業メーカーがその生産数 1位、2位を占めることとなっ

た。以下、なぜそのような逆転劇が発生したのか、その要因について触れるとともに、インドにおける EV二輪販売をめぐ

る今後の方向性について考えてみたい。 

 



 

 

©2026 株式会社みずほ銀行 

 2 / 5 

 

 

このように、低価格であることに加え、充電というハードルもクリアすることにより、EV では四輪よ

りも二輪の普及がいち早く進んだと見ることができる。 

 

■黎明期には、二輪専業ではない新興企業が EV 二輪の普及を牽引 

2020年当初、EV二輪の製造を支えたのは、Ola Electricをはじめとした新規参入企業（二輪車

製造をそれまで専業として行ってこなかった企業）であった。コロナ禍が完全に収束していない

にもかかわらず、南インド・ホスール地域に EV 二輪工場を次々に建設し、インド国内における

EV 二輪生産体制を構築、低価格モデルの供給が普及を牽引した。一方、この時期はまだ、二

輪専業メーカーが EV二輪の生産量を大きく伸ばす動きはそこまで顕著ではなかった。 

2023 年ごろになると、これら新興の EV 二輪メーカーの一部が輸出にも舵を切り始めた。国内

における EV 二輪の生産・供給数増加、競争激化により、収益確保のため輸出にも目を向けざ

るを得なくなったものと見られる。また、2024 年の各新興 EV 二輪メーカーの EBITDA（利払い

前・税引き前・減価償却前利益）を見ると、Ola Electric、Ather Energy、Okinawaはいずれもマイ

ナスを記録するなど、厳しい状況に陥っている。（一時、最大手であった Hero Electric も、補助

金不正受給問題等により失速。同社は 2024 年 12 月に破産手続きに入り、その後清算手続き

に移行している。） 

このように、EV 二輪黎明期には新興メーカーが低価格モデルを足がかりに販売拡大を進めた

ものの、薄利多売のビジネスモデルであり、収益性の観点からこれらのメーカーを見ると、既に

数年前から厳しい状況であったことが伺える。 

 

■2025年以降、二輪専業メーカーの巻き返しが進む 

前述の状況は、各メーカーの販売台数の推移からも見て取れる（図表 1）。2023 年度と

2024年度の EV二輪主要メーカー別販売台数を比較すると、新興企業である Ola Electric

が依然首位ではあるものの、販売台数は横ばいとなっている。一方、二輪専業メーカー

である TVS、Bajaj の販売台数の伸びが大きく、市場シェアで Ola Electricを追い上げ

ている。 

 

 

（出所）各社プレスリリース、Vahanデータベース等を基に、みずほ銀行国際戦略情報部作成 

【図表 1】インド EV 二輪 OEM 別販売実績（2024-25 会計年度） 
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しかし、これが 2025 年度にはついに逆転する。新興企業の Ola Electric が大きく失速したのに

対し、二輪専業メーカーである TVS、Bajajが EV二輪販売台数を大きく伸ばし、ついに二輪専

業メーカーが EVでも 1位、2位に躍り出た（図表 2、図表 3）。 

 

 

 

（出所）各社プレスリリース、Vahanデータベース等を基に、みずほ銀行国際戦略情報部作成 

 

 

（出所）各社プレスリリース、Vahanデータベース等を基に、みずほ銀行国際戦略情報部作成 

 

 

 

【図表 2】インド EV 二輪 OEM 別販売実績（2025 年 4-12 月） 

【図表 3】インド EV 二輪 OEM 市場シェア変動（前年度比較） 
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（出所）各社プレスリリース、Vahanデータベース等を基に、みずほ銀行国際戦略情報部作成 

 

Ola Electricをめぐっては、2022年に発火事故が起きたことに加え、最近でも深刻なクオリティー

の問題が指摘されており、これらも首位陥落の大きな要因であると見られる。いずれにせよ、二

輪専業メーカーがインドにおける EV 二輪生産者としての地位を確たるものにしたことにより、今

後インドにおける EV二輪を取り巻く方向性が変化する可能性がある。 

 

■EV二輪ボリュームゾーンの方向性の変化 

まず第一に言えることは、これまでの新興 EV メーカーによる事故、アフターサービスの不備・遅れ、

クオリティー問題等を受け、インドの消費者の意識が変化してきていると見られる点だ。インドの消

費者は、EV 二輪に対し、もはや「安さ」よりも「（サービスも含めた）品質の信頼性」を重視しはじめ

たと捉えることができる。インド二輪専業メーカーの台頭はまさにそうした変化を反映しており、今

後その流れをより強固なものにするだろう。 

第二に、高付加価値化が挙げられる。インドにおける最近の EV二輪の売れ筋（ボリュームゾーン）

に目を向けると、デジタル機能を備えたモデルが増えてきている。具体的には、スマートフォンとの

連動、ナビゲーションシステム、その他デジタルによるアップデート機能などであるが、かつては上

位モデルにのみ搭載されているようなものであった。また、二輪専業メーカーの販売戦略を見ると、

例えばデジタル機能を活用した販売後のサブスクリプションなど、販売時だけでなく、製品のライフ

サイクル全体で収益を得るビジネスモデルに転換してきているように見える。二輪専業メーカーの

台頭により、これらのデジタル化をはじめとした高付加価値化の流れが継続し、収益モデルも変化

する可能性がある。 

以上 

 

 

【図表 4】主要 OEM 月次販売台数推移（2024 年 4 月-2025 年 3 月） 
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